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市参事会制度の一考察
　　 明治20年代の仙台市を中心に 　　
阿　部　慶　徳1
はじめに
　明治21（1888）年4月，法律第1号として公布
された市制町村制により，明治22（1889）年中
に，全国で39の都市に市制がひかれた（亀卦川
1940：252， 281‒284）。この明治21年市制は，都
市と農村を区別する制度であり，都市には市制
が，農村には町村制が施行された2。元老院等で
の審議を経て，市制・町村制には異なる考えが持
ち込まれることになった3。その最大の制度的差
異は執行機関の性格の違いである。町村制では，
町村長の独任制による執行機関が採用されたのに
対して4，特例が適用された東京，大阪，京都の3
大都市5 を除く一般市においては，市長，助役お
よび名誉職市参事会委員によって構成される市参
事会が合議制執行機関としておかれた6。しかし，
明治44（1911）年4月法律第68号および同69号
をもって，それぞれ市制と町村が公布され，それ
と同時に，明治21（1888）年に公布された市制・
町村制が廃止された（亀卦川 1940：454）。この
市制全文改正により，市参事会は執行機関から副
議決機関（諮問機関）へと格下げられた（亀卦川
1940：457）。当時の都市を取り巻く政治経済状況
の変化が市制全文改正につながったのは，すでに
先行研究により明らかにされていると思われる7。
　だが，合議制執行機関として約20年にわたり
存続した市参事会制度の運営やその実態について
は，いまだに不明な点が少なくない8。本稿では，
仙台市において名誉職市参事会員に就任した人物
の経歴や政治的立場なども踏まえつつ，市制施行
直後の明治20年代の合議制執行機関としての仙
台市参事会の実態を明らかにしたい。時代背景が
異なるので，現在の制度構築に直接に役立つイン
プリケーションは引き出すことは難しいものの，
一定の参考になりうると考えている9。
　否定的な評価をされてしまいがちな旧市制下の
市参事会であるが，名望家による市行政への参加
が，市参事会においていかになされていたかを解
明することで，市参事会制度が有する積極的な一
面を指摘できればと考えている10。
１　市参事会の構成・職務権限
　簡単にではあるが，市参事会の構成と職務権限
を確認しておきたい。明治21（1888）年市制に
おける市参事会の組織は，市長（1名），助役（東
京3名，大阪，京都2名，その他の市1名），名誉
職市参事会員（東京12名，大阪，京都9名，その
他6名）で構成された（市制第49条）。名誉職市
参事会員は，その名のとおり無給の名誉職で，市
公民中30歳以上で選挙権を有するものから市会
で選ばれ，任期は4年で2年ごとに半数ずつ改選
された（市制第54条）。
　市参事会および市吏員の職務権限としては，
「市参事会ハ其市ヲ統括シ其行政事務ヲ担当ス」
と規定し，「市参事会ノ担任スル事務」を以下の
ように列挙している11。①市会の議決の準備と執
行・市会の議決を停止し再議させること，②市の
営造物の管理，③市の歳入の管理・収入支出の命
令・会計および出納の監視，④市の権利の保護・
市有財産の管理，⑤市吏員などの監督・懲戒，⑥
市の証書・公文書の保管，⑦外部に対して市を代
表すること，⑧市会の議決による使用料・手数
料・市税の賦課徴収，⑨法律命令や上司の指示に
より市参事会に委任された事務。
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２　全国各地の市参事会
2‒1　明治22（1889）年　市制施行後の各都
市の状況
　この節では，市制が施行された当時の全国的な
状況を踏まえつつ，先行研究の検討を通じて各市
の市参事会の活動を確認する12。表1は，市制が
施行された明治22（1889）年12月31日時点にお
ける主要都市の人口である。　　　
　本稿で分析する仙台市の人口は，9,0213 人と
なっており，金沢市よりはやや少なく，広島市と
ほぼ同じで全国8位に相当した。以下では，3大
都市に加え，先行研究が存在する横浜，名古屋市
の事例を検討したい。
2‒2　先行研究にみる各市参事会の活動
a　東京市の場合
　他の都市と比べて，東京市の事例分析が最も豊
富である。それは首都としての特殊性や中央政局
と東京市政との結びつき，都市化がいち早く進み
効率的な都市経営が求められたこと13 などから，
様々な分析視角からの研究が蓄積されたゆえであ
ろう。ここでは主に，東京市市政執行機関と市会
の関係性を歴史的に分析し，市政運営構造の変化
を明らかにした，櫻井（2003）に学びつつ，明治
21年市制下の市参事会と市会との関係性を確認
したい14。
　執行部（市参事会）と市会は，時期によって対
立と提携を繰り返していた。①市制施行から市制
特例廃止に至る時期（明治22～明治31年）では，
当初，市参事会と市会が対立していたが，明治
26（1893）年以降両者が提携し，知事（＝市長），
助役（書記官）と対立するに至った。名誉職市参
事会員が中心となる市政運営が成立する（櫻井
2003：28‒33）。②明治31（1898）年市制特例廃
止後には，市長（松田秀雄），助役が市会から選
ばれ，市会，市参事会が協力して市政運営を担お
うとした。しかし，明治32（1899）年6月，星亨
の市会入りをきっかけに市参事会選挙をめぐり市
会内の会派対立激化し，結果，星派が市参事会を
掌握した15。③明治36（1903）年以降，尾崎市長
時代には，市会が市参事会を完全に掌握し，市政
運営は市参事会，市会議長，常設委員が中心と
なって市政が運営された16。市会は常設委員会制
度を利用し，市会が行政執行に深く関わった 17。
当時，尾崎は政友会に属しており，その幹部で
あった原敬の尾崎に対する評価は散々なものだっ
た（櫻井2003：48）18。④明治44（1911）年10月
の市制全文改正以後も，常設委員に代えて常務委
員が設けられるなど19，東京市長と市会・市参事
会の関係は不変だった（櫻井2003：48）。
　東京市の事例は，市会の行政に対する関与の程
度の差，また制度の改変（市制改正）が必ずしも
アクターの行動を規制せず，別のルートを通じて
影響力を及ぼそうとする点で興味深い。次の大阪
市の事例をみる。
ｂ　大阪市
　大阪市でも，都市化に対応するため行政の専門
化は東京同様進展した20。特徴的なのは，近代的
都市財政の「公共的事業団体」21 化が，関一市長
らの手腕により執行部優位の下で進んだ点にある
といえよう22。これを「都市専門官僚制」の成立
ととらえる論者もいるが23，曖昧な概念だと批判
表1　明治22（1889）年12月31日時点における主要都市の人口
順位 都市名 人口 順位 都市名 人口
1 東京 1,389,684 6 横浜 121,985
2 大阪 476,271 7 金沢 94,257
3 京都 279,792 8 仙台 90,213
4 名古屋 162,767 9 広島 88,820
5 神戸 135,639 10 徳島 61,107
出典：仙台市史編さん委員会編（2006：154）
※『日本帝国統計年鑑（明治24年） 第10回』を基に作成したため，後出の仙台市の統計と
異同がある。
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する論者もいる24。ここでは，大阪市参事会発足
当初の過程を明らかにした堀田（1994）を紹介し
たい。
　堀田（1994）によれば，明治22年7月9日，大
阪市参事会細則が定められたものの，4条からな
るきわめて簡単なものであった 25。第二条では，
議案は主任が起草した原案を用いるとなってお
り，この主任が何をさすかは明らかではないが，
市参事会の一員とは考えられず，市の事務を扱う
こととなっていた大阪府の官吏をさすと推測され
る。大阪市会に出される議案は大阪府の作成し
たものとなり，この点からも自治には程遠かっ
た。また，第三条では参事会は「協議会の体」と
あるが，実際には大阪府知事が議長であり，府
書記官2人が構成員であるから，主導権は府側に
あったと考えるべきとする（堀田1994：11）。ま
た，山中（1995）はこの全4条からなる細則の分
析から市制特例下の大阪市は，一般市制が施行
されていた市よりも「自治」とは程遠い状態にあ
り，名誉職市参事会員は，府知事・府書記官の下
で閉塞状況にあったと指摘している（山中1995：
105‒106）。次に同じく市制特例がしかれた京都
市の状況を，秋元（2001）を通じて紹介したい26。
c　京都市
　秋元（2001）は，市参事会制という制度の実態
を明らかにするべく，市制の趣旨と，それに基づ
いて制定された「京都市参事会章程」の特徴を検
討した。名誉職市参事会員には発議権が明文で定
められていたことや，事務分担が実施されていた
市参事会において実質的な役割を果たしていた
上，特に市の大事業の計画，遂行について期待さ
れていた。名誉職市参事会員の意見を取り入れた
具体的な市参事会細則が制定され，少なくとも制
度導入当初には，名誉職市参事会員の積極的な参
加による合議が行われていたことから，大阪市の
閉塞状況とは異なると指摘する（秋元 2001：
30‒34，36）。次に一般市である横浜市の事例分
析を，大西（2004）を通じて紹介したい27。
ｄ　横浜市
　明治 22（1889）年から明治 42（1909）までに
就任した名誉職市参事会員は，23人で，延べ就
任回数は現職市議が19回，元市議が15回，それ
以外では公民が2回で，うち3級市議から市参事
会員になったのは，1名のみである。市会議員経
験者，しかも1，2級の富裕市会議員が市参事会
員を独占した（大西2004：54‒55）28。東京市と同
様に，横浜市においても常設委員制度29 の活用が
図られ，市会および市参事会が市行政に影響力を
行使するルートとして機能した30。市参事会制度
と常設委員制は，執行部と議事機関を結ぶ重要な
制度であったと同時にしばしば起こる腐敗事件の
温床ともなった（大西2004：60）。明治44（1911）
年の市制全文改正後も，対抗するように市会勢力
は常設委員を増大させて，市行政にその影響力を
維持拡大していった31。
　大西氏は市参事会の役割を，市会の動向に影響
を受けつつも，市参事会は市会そのままの対立の
構図ではなく，市政における別の政治空間として
も機能していたと結論付けている（大西 2004：
65）。次も一般市である名古屋市の事例について，
田口（1998b　2000）を参考にまとめたい。本稿
で事例分析を行う仙台市と対比させるべく，やや
詳しく紹介する。
e　名古屋市
　市参事会は，市会の議決の執行など市に固有の
事務を執行する機関とされ，名古屋市では吏員の
任用に大きな力をもったようである（田口1998b：
354）。名古屋市会は，明治23（1889）年1月6日，
13日に名誉職参事会員の選挙を実施し，名誉職
市参事会員に選ばれた6名のうち4名は市会議員
であった。以後も名古屋市では市会議員が名誉職
参事会員に選ばれる場合が多かったという（田口
1998b：355）。
　明治23（1890）年1月15日，第1回参事会が開
かれ，中村市長を中心にして，施政方針について
審議がなされた。同月17日より8日間にわたり連
日会議が開催され，予算案，各種市条例の作成を
行った。29日に召集される市会の準備に忙しかっ
たようである。市参事会員は，市の代表として，
市役所の組織，市会成立などに苦心し，努力をし
ていた。最初は市参事会の会議規則はなかったよ
うで，必要があるごとに随時召集されていたが，
明治27（1894）年になって議事細則が設けられ
た32。
　市制施行当時，名古屋市役所は，庶務，議事，
戸籍，学務衛生，土木，地理，税務，収入の8課
に分かれて事務を処理していた。市吏員は，市長，
助役，収入役のほか，市書記20名，付属員30名，
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小間使が数名いただけである。それが，都市の経
済的発展にともなって，明治44（1911）年に市制
全文改正が行われるまでに大きく変化し，市役所
の機構は拡大していった（田口1998b：356）33。
　事務が増大するにつれて，事務の統一，敏捷の
必要から，日常の細やかな事務を中心に市参事会
の権限に属する事項の市長への委任が行われるよ
うになり，名古屋においては明治32（1899）年8
月1日には，市参事会で「市参事会より市長へ委
任事項」が議決された34。さらにこの「委任事
項」は，明治 41（1908）年には「市長の専決事
項」（明治41年11月11日，訓示第6号）へと発展
した。明治32年と比べて規定が整備されるとと
もに，やや包括的になっている。市の固有事務の
増大とその執行の敏活の要請に基づく執行機関強
化の必要は，委任事務の増大とあいまって，市長
の権限を拡大，強化させていった。しかし，この
ような方法による市長権限の拡大，強化は，市参
事会が自主的に行った市の自治に属するもので
あった（田口1998b：367‒369）。以下の指摘は，
市参事会が合議制ゆえに事務執行の停滞を生み，
それが明治44（1911）年の市制全文改正につな
がったと半ば必然的に説明する通説が多い中で，
重要だと思われる。
　「明治21年市制によって規定された執行機関と
しての市参事会制の経験は，委任事務・固有事務
双方の執行の面で市長権限の拡大，強化が必要で
あることを明らかにした。ただし，固有事務遂行
の側面からみれば，合議制のなかで市長に手腕を
発揮させることも可能であり，そのほうが自治に
かなったものであった。実際それは，名古屋市の
事例でも確認した『市長専権事項』のような方法
で進められていったところでもある。しかし明治
44年市制改正は，市参事会の法的性格の変更に
より議決権限を縮小することによって，すなわち
官治の強化へとつながる方向で政府により制度化
されていったのである」（田口 1998b：373）。旧
市制下においても，法律（制度）の規制によって
ではなく，市参事会自身の工夫によって多様な自
治のあり方が模索されたことに着目すべきであろ
う35。
　ここで仙台市の事例分析に入る前に，内務官僚
であった水野錬太郎の言説を確認しておきたい。
市制全文改正の前年の明治43（1910）年，水野
は「自治体の執行機関」と題する文章の中で36，
「市参事会の如き合議体は執行機関たるに適せず
と云うことは，我国における朝野の通論であるか
の如く思われる」とした上で，「現に先年政府か
ら提出したる市制改正案に於ても，この趣旨に基
いて市参事会の執行機関たる現行制度を改めて市
参事会を諮詢機関と為し，市長を以て単独の執行
機関となすことにした」と述べる（水野 1927：
55）。しかし，「理論上また実際上合議体が執行機
関たることに適しないということはない」とし
て，ドイツの市参事会の様子を紹介し，市会の選
挙で選ばれる市参事会員であるが，「市会とは全
く独立した地位を保っている」ことを強調する
（水野1927：63）37。そして，ドイツの市参事会制
度から学ぶべき点として「合議体を組織するに適
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
当なる人があつて市の公共事務を担当する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ことを
4 4 4
市民の義務と考へ公平誠実に事に当るならば却つ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
て一人が単独
4 4 4 4 4 4
に事に当るよりは公平を得らるるこ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
とであろう
4 4 4 4 4
（強調は原文のまま，以下同じ）」と
指摘する（水野1927：65）。
　次にイギリスの市政の特色が，「議決機関と執
行機関とが同一である」ことに触れ，市会議員が
委員組織により市の行政事務を分担し，これを執
行すると説明する（水野1927：65， 69）。その委
員は市会議員たるがゆえに，議決機関と執行機関
とが衝突し意見を異にすることはほとんどない。
合議体の執行機関たる点から言えば，ドイツの市
参事会よりは，なお一層多数の合議体であるが，
実際において事務の処理上になんら障害がないと
結論付けている（水野1927：69‒70）。
　最後にフランスの市長が単独執行機関であるこ
とが紹介される（水野1927：70）。市会は単に議
決する権限を有するのみで，執行機関に関しては
毫も容喙する権限を持たない。市長は行政統括者
であって単独の執行者であるが，近来，漸次市長
の権限を縮小して市会の勢力を増加させようとの
傾向があるという。それゆえに，必ずしも単独執
行機関が，自治制唯一の良制度とは認めていない
と結論付ける（水野1927：69‒72）。以上，3カ国
の実例から合議体の執行機関は必ずしも事務の運
用を阻害するものではないと指摘し，合議体が執
行機関に適しないという根拠はないと主張する。
「元来自治は国民
4 4 4 4 4 4 4
が国家の行政に参与する一の方
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
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法である一面に於ては国民の権利で
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
あり又他の一
4 4 4 4 4 4
面に於ては国民の義務である
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」と述べ，行政参与
権を喪失させるような「我市政を改正し市の執行
機関を単独制度にすべしと云う説に対しては宜し
く再思三考すべきである」とした（水野 1927：
72‒73）。
　水野は，この文章のなかで，一貫して合議体の
優位を説き，ドイツ，イギリスに比べるとフラン
スの紹介は，否定的で，かなり少ないものとなっ
ている38。市参事会を構成する名誉職市参事会員
の役割を「行政参与権」の行使ととらえ，合議制
執行機関を擁護する姿勢は現職の内務官僚として
は異例なものと思われる。この文章を見る限りで
は，水野にとって行政への参加を保障する合議制
執行機関としての市参事会は，重要なものだった
のだろう39。
　次に仙台市の事例分析を通じて，水野が強調し
た行政への参与を都市名望家たちがいかに果たし
ていたのかを明らかにしたい。主に市制施行後の
明治20年代の市参事会や市会での議論を分析す
る。まず市制施行後の仙台市の政治状況などを概
観する。
３　明治20年代前半の仙台市参事会 
　仙台市の人口統計によると，市制施行前後の数
年間，仙台の人口は大きな変動を示している（表
2参照）。仙台市史編さん委員会編40（2006：156）
によれば，仙台市の人口は，明治初年から明治
19（1886）年まで，人口は5万人台で安定してお
り，明治22（1889）年の市制施行時，仙台市の
人口は，86,352人であったとされる41。仙台市域
はほぼ旧城下町の範囲を継承し，面積は約17.3キ
ロ平方メートルで現在の市域の2.2パーセントに
過ぎないものだった（仙台市史2006：154‒155）。
また，明治30（1897）年の宮城県の人口は約83
万6000人であり，仙台市の人口約7万4000人は
そのわずか8.9パーセントに過ぎず，県内の大き
な郡（たとえば栗原郡は9万1000人）よりも少な
かった（仙台市史2006：157‒158）。
　仙台市の発足後，まず市会議員選挙が行われ
た。有権者は3,393名であり，内訳は約6割が士
族，約4割が平民であった。その後の人口の増加
にもかかわらず，有権者数は明治末年までそれほ
ど増えず，明治43（1910）年でも3,900人余りに
とどまった（仙台市史2006：158‒159）。市会議
員の定員は36名で納税額の多寡により，有権者
を1級から3級に分け，各級から12名の議員を選
出するという方法で，明治 22（1889）年 4 月 18
日には 3 級（有権者 3035 名），21 日には 2 級（同
380名），22日1級（同85名）の選挙が行われた。
市制施行後最初の市会議員選挙は，選挙戦の激し
さが後年まで語り草となるものだった42。4月25
日には最初の市会が開かれ，初代議長に村松亀一
郎を選出の後，市長候補者3名を選び内務大臣に
上申した。4月30日，その上申に基づき，第一順
出典：仙台市史（1908）より作成。
表2　仙台市人口
年代 現住人口 年代 現住人口
1888年（明治21） 73,089 1898年（明治31） 75,256
1889年（明治22） 86,352 1899年（明治32） 71,548
1890年（明治23） 60,153 1900年（明治33） 78,585
1891年（明治24） 58,679 1901年（明治34） 80,547
1892年（明治25） 59,999 1902年（明治35） 83,340
1893年（明治26） 62,646 1903年（明治36） 93,773
1894年（明治27） 61,040 1904年（明治37） 93,322
1895年（明治28） 63,953 1905年（明治38） 99,150
1896年（明治29） 66,159 1906年（明治39） 103,357
1897年（明治30） 73,799
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位の遠藤庸治が初代市長として任命された43。
仙台市参事会の成立
　明治22（1889）年5月3日，第2回の市会は助
役に里見良顕を選出し，6名の名誉職市参事会員
を選出した44。藤沢幾之輔，菅克復，氏家時徳，
佐藤三之助，本野小平，伊沢平蔵で，菅と氏家以
外は市会議員だった。市会選挙で敗れた同志会の
菅は就任を拒絶し，氏家も就任を断った（仙台市
史2006：160）45。菅の補欠には市会議員の伊藤清
次郎が，氏家の補欠には金須松三郎が選ばれた。
表A（巻末付録）は，市参事会が合議制の執行機
関であった時期の全名誉職市参事会員の一覧であ
る。名誉職市参事会員のそのほとんどが市会議員
から選出されており，明治22（1889）年に最初
に選出された6名，その後，明治44年まで2年ご
とに改選されたのべ33名，合計39名の名誉職参
事会員のうち26名は現職の市会議員であった46。
市会議員以外から選出される場合でも，市会議員
経験者やこれから議員になろうと考えているもの
が多かった。こうした中で，明治32（1899）年
に選出された清野喜平治は，市会議員ではなく，
しかも市会議員の経歴を持たない実業家として，
名誉職市参事会員を10年務めた（仙台市史2006：
166）47。発足時からの名誉職市参事会員である本
野小平，佐藤三之助，伊沢平蔵は，その後も再選
を重ね，本野は10年，佐藤は15年，伊沢は18年
にわたってその職にあった。ただし，在職10年
は例外的で，4年の任期を全うすることなく，辞
職した者も多かった（表A参照）。その背景には，
市参事会員になることは，政治的影響力の行使と
いう点でも，社会的威信という点でも魅力的であ
り，多くの市会議員がこの職を得ようと運動を行
うようになり，役職者の交代が進んだからだとさ
れる（仙台市史2006：166‒167）。
　仙台市参事会の半期（2年）毎の名誉職市参事
会員の辞任者数を集計すると以下のようになる。
第 1 期〔明治 22 年 5 月～明治 24 年 3 月〕＝ 4 名，
第 2 期〔明治 24 年 4 月～明治 26 年 4 月〕= 1 名，
第 3 期〔明治 26 年 5 月～明治 28 年 4 月〕= 0 名，
第 4 期〔明治 28 年 5 月～明治 30 年 4 月〕= 2 名，
第 5 期〔明治 30 年 5 月～明治 32 年 4 月〕= 2 名，
第 6 期〔明治 32 年 5 月～明治 34 年 4 月〕= 1 名，
第 7 期〔明治 34 年 5 月～明治 36 年 4 月〕= 1 名，
第 8 期〔明治 36 年 5 月～明治 38 年 4 月〕= 2 名，
第 9 期〔明治 38 年 5 月～明治 40 年 4 月〕= 1 名，
第 10 期〔明治 40 年 5 月～明治 42 年 4 月〕= 3 名，
第11期〔明治42年5月～明治44年4月〕= 2名で
ある。一部の長期在任者を除けば，約22年間を
通じて辞職頻度はあまり変わらなかったとも言え
よう48。他の都市との比較でいえば，大阪市では
市制特例下という違いはあるものの，名誉職市参
事会員の全員辞任は2度を数え，この他の辞任も
加えると，名誉職市参事会員の辞任頻度は高いと
指摘されている（山中 1995：2）。一方，同じ市
制特例下にあっても，京都市では初期には辞任が
多発したものの，明治20年半ばには辞任も少な
く 比 較 的 安 定 し て い た と い う（秋 元 2001：
37‒38，43‒44）。仙台市参事会においては，大量
辞任や一斉辞任がなかった点で，比較的安定して
いたと結論できると思われる。　　　　　　　　
明治20年代前半の市参事会
　この節では会議日数や決議報告数などの分析を
通じて，成立初期の市参事会がいかに機能してい
たのかを明らかにしたい。表3， 4， 5はそれぞれ，
明治22， 23， 24年の市参事会の開催日数，会議時
間，決議した議案・受けた報告数をまとめたもの
である。仙台市参事会は，市長1名，助役1名，
名誉職参事会員6名により構成され，市長は市参
事会を招集し，これの議長となり，名誉職会員の
3分の1以上の出席があれば，議決をなしうると
した。明治 22（1889）年 5 月 5 日午前 9 時，第 1
回市参事会を開き，収入役を選任した 49。また，
書記5名，付属員52名，使丁12名を任用し，区
長及び区長代理者各50名を選挙した50。発足当初
の市参事会は議件があるたびに随時召集し開会し
ており，開始時間や月ごとの開会日数もまちまち
であった。明治 23（1890）年 9 月 29 日には「市
参事会ハ毎月十日二十日午後二時ヲ以テ之ヲ開
ク」と定められたものの51，その後も開催日時が
守られることはなかった（表3， 4参照）。
　初代仙台市長遠藤庸治の最初の大きな仕事は，
明治 22（1889）年 9 月 11 日の豪雨被害からの復
興であった（仙台市史2006：170）52。江戸時代か
らの四ツ谷堰用水に代わる新しい上水道建設の準
備は，遠藤市政に始まり，明治24（1891）年に
市会決議を受け， 調査が始められ， 明治 26
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表3　明治22（1889）年仙台市参事会開会日数
回数 開催日 開始時間 決議・報告数 回数 開催日 開始時間 決議・報告数
1 5月5日 9：00～ 4 13 7月10日 15：00～ 21
2 5月6日 9：00～ 2 14 8月8日 9：00～ 7
3 5月7日 14：00～ 1 15 8月24日 8：00～ 9
4 5月23日 15：00～ 6 16 9月13日 8：30～10：00 5
5 5月27日 9：00～12：00 9 17 10月10日 9：00～ 12
6 5月30日 14：00～17：00 9 18 11月12日 9：00～ 8
7 6月6日 9：00～11：30 6 19 11月22日 15：00～17：00 7
8 6月11日 13：00～ 2 20 11月26日 15：00～16：00 2
9 6月12日 14：00～16：40 4 21 11月30日 不明 4
10 6月26日 16：00～18：00 11 22 12月5日 15：00～17：00 4
11 7月7日 10：30～13：00 4 23 12月24日 15：00～ 11
12 7月8日 16：00～ 4 24 12月25日 19：20～ 3
13 7月10日 15：00～ 21 25 12月27日 14：00～ 3
14 8月8日 9：00～ 7 年計 158
出典：明治22（1889）年版『市参事会議事録』より作成。
注1）決議と報告の区別がつきにくいため，合計した数字のみ記した。
注2）教員や雇，使役の人事や増給等については，1回の報告でも数が多いため，まとめて1つと数えた。
注3）開始，終了時間ともに判明分のみ記した。
注4）仙台市史（1908：293‒294）では，26回開会とあるが，明治22（1889）年版『市参事会議事録』を見る限りでは，25
回しか開催を確認できなかった。
出典：明治23（1890）年版『市参事会議事録』より作成。
注1）表3と同様の基準で作成した。
注2）仙台市史（1908：293‒294）では，27回開会とあるが，明治23（1890）年版『市参事会議事録』を見る限りでは，25
回しか開催を確認できなかった。
表4　明治23（1890）年　仙台市参事会開会日数
回数 開催日 開始時間 決議・報告数 回数 開催日 開始時間 決議・報告数
1 1月13日 16：00～ 1 14 5月10日 2
2 1月17日 15：00～ 6 15 5月23日 10：40～ 2
3 2月4日 16：00～ 10 16 5月30日 5
4 2月10日 14：00～ 2 17 6月5日 3
5 2月24日 13：00～ 14 18 8月13日 12
6 3月7日 16：00～ 13 19 9月4日 2
7 3月8日 15：00～ 4 20 9月19日 13：00～ 2
8 3月13日 15：00～ 5 21 10月20日 13：00～ 13
9 3月29日 午後開会 20 22 10月24日 10：00～12：00 2
10 4月9日 16：00～ 10 23 11月5日 15：00～ 3
11 4月24日 14：00～ 6 24 12月19日 15：00～17：00 6
12 5月1日 8：30～ 9 25 12月30日 14：00～16：00 2
13 5月7日 9：00～ 5 年計 159
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（1893）年に終了した。また市制施行当時，仙台
市立の学校は小学校8校があるだけであり，小学
校の増築も市政の課題であった（仙台市史2006：
170）。これらの諸課題は当然に市参事会，市会の
主要なテーマとなり，明治20年代の市参事会は，
いかに小学校の整備を進め，その費用を捻出する
かに腐心した53。以下は，明治25（1892）年から
大正元（1912）年までの仙台市参事会に関する
データの紹介である。　　　
　表6は，明治25（1892）年から大正元（1912）
年間の仙台市参事会の開会回数，議決・報告件数
をまとめたものである。基本的に市参事会が合議
制執行機関であった時期を対象とした。明治34
（1901）年9月2日，始めて会議日を毎週水曜日午
前9時からおよそ2時間と定めた。しかし，臨時
会を開くことが頻繁にあり，却って定例会を休会
にすることが多かったという。 明治 36（1903）
年5月6日改めて毎週水曜日午後2時を会議日とし，
同月10日に更に午後3時と変更した。以後，臨時
会は年を経るに従い減少した（仙台市史 1908：
293）。招集回数は，明治20年代には年間20回か
ら30回で安定していたが，明治30年代に入ると
しだいに増え，明治33（1900）年には50回以上
も開かれている。そのため，明治34（1901）年
から会議は週1回に定例化されるが，一時はそれ
でも事案処理が追いつかないこともあった（仙台
市史2006：166）。
市参事会と市会の関係性
　ここで，市参事会と名誉職市参事会員の選出母
体となった市会との関係性を論じたい。市制施行
直後，市長・助役は市参事会員の資格で市会に出
席し，市会議員に対して議案の説明などを行って
いた54。この当時の市会では，市議を兼任する名
誉職市参事会員は，他の市会議員と同様に番号が
割り振られ，一義的には市会議員として市会に臨
んでいたように見える。名誉職市参事会員を兼任
する市議らは基本的に，遠藤庸治市参事会員に対
して，積極的な質疑をしていない。その中で藤澤
幾之輔市議（名誉職市参事会員）については55，
遠藤市参事会員が提示する市参事会原案を無修正
で可決すべく議論を誘導したり，市参事会の方針
に異議を唱える議員と論争する様子が散見され
る56。これは発足初期の市会議場において，市
長・助役と他の名誉職市参事会員の関係を示唆す
るものとして注目されよう57。
　次に区長設置をめぐる市会での議論に焦点をあ
て，当時の執行機関と議事機関の関係がどのよう
表5　明治24（1891）年　仙台市参事会開会日数
回数 開催日 開始時間 決議・報告数 回数 開催日 開始時間 決議・報告数
1 1月7日 11：00～13：00 1 14 6月30日 12：00～16：00 13＋α
2 1月17日 13：00～15：00 4 15 7月20日 11：00～ 3＋α
3 1月24日 14：00～16：00 9 16 8月4日 10：00～13：00 8＋α
4 2月6日 14：30～18：00 3 17 8月13日 10：00～12：30 8＋α
5 2月10日 15：00～16：00 3 18 8月29日 12：30～15：00 1＋α
6 2月25日 10：00～13：00 8 19 9月14日 8：00～10：00 1＋α
7 3月6日 14：00～15：00 3 20 10月9日 14：00～17：00 7＋α
8 3月28日 8：00～12：00 3 21 10月15日 13：00～15：00 2
9 3月31日 16：00～17：00 6 22 10月16日 13：00～14：00 2
10 4月10日 14：00～16：00 6 23 11月4日 13：30～15：00 2＋α
11 4月15日 11：00～13：00 5 24 11月21日 8：30～9：00 1＋α
12 4月22日 10：00～12：30 6 25 12月7日 15：00～16：00 4＋α
13 6月9日 12：00～16：00 4 26 12月26日 13：00～14：00 2＋α
出典：明治24（1901）年版『市参事会議事録』より作成。
注1）表3と同様の基準で作成した。ただし，議事件数の増加などから，別紙に報告事項を添付する形式になった会議も多
く，決議・報告件数を確定できないものは，＋αと表記した。+αには,小学校授業料の減免や市役所内の備品の購入
などが主に含まれる。
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に捉えられていたかを確認する。
区長設置をめぐる混乱
　明治 22（1889）年 5 月 23 日，市参事会は会議
を開き，法律に基づき（市制第60条，第72条），
市内を50の区に分け，各区に区長を置いて市制
執行の補助機関とする方針をかためた58。しか
し，6月1日，市会に「区長設置規則」を提案す
るも廃案となった59。市会では，この「区長設置
規則」に関連し，区長の位置づけや，市会と市参
事会の役割分担をめぐって議論がなされた。この
会議の分析を通じて，当時の市会議員がどのよう
に執行部である市参事会をとらえ，また，自らの
役割を規定していたかを探りたい。
　明治22（1889）年5月29日，市会が開かれ，「区
長設置規則」の第1次読会が行われた 60。区長設
置規則の中に，区長に対する報酬額の規定が含ま
れていることから，歳入出予算案が頒布された
後，審議すべきとし，一時棚上げとなった61。6
月1日，市会が開かれ，議論が再開された。争点
となったのは，区長設置は市参事会の権限に属す
る事柄であり，そもそも市会で議論することの是
か非かであった。市会と市参事会の役割が「区長
設置規則」をめぐって問われたのである。議論
注1）データの欠落がった明治29（1896）年を除いて，明治25（1892）年から明治39（1906）年間は，仙台市史
（1908：293‒294）によった。また，明治29年は『市参事会議事録』，明治40（1907）から大正元（1912）年
間は，阿部が各年度の『仙台市事務報告書』を参照してまとめた。なお，明治35年以前と36～39年間は，
「調査を異にしているので単純な比較はできない」との註があるが（仙台市史1908：293），報告書の各年度
版の開会数から察するに，例会・臨時会の区別の違いだと思われる。
表6　明治25年から大正元年仙台市参事会開会数，議決件数
年度 開会回数 議決・報告件数
明治25（1892）年 20
明治26年 24
明治27年 28
明治28年 29
明治29年 38
明治30年 38
明治31年 47
明治32年 43 848
明治33年 52 963
明治34年 86 1008
明治35年 55 428
議決件数 報告件数
明治36年 例会32 臨時22 555 135
明治37年 例会36 臨時9 385 267
明治38年 例会33 臨時7 401 293
明治39年 例会34 臨時6 309 302
明治40年 例会26 219 173
明治40年 臨時21 153 146
明治41年 例会・臨時あわせて52 673
明治42年 61 738
明治43年 54 773
明治44年 40 701
（参考・市制全文改正以後）
大正元（1912）年 20 154
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は，区長設置は市参事会の権限に属するのだか
ら，市会で議論する必要はないとする市会議員
と，市会との協調を重視する市参事会の奇妙なや
り取りで始まった。市制施行直後ゆえに，市制条
文に対する解釈の違いも議論を複雑化したのだろ
うと思われる。以下，市議と市参事会員を見つつ
検討を加える62。
　大嵜梅吉市議は，関連する市制の条文（市制第
60条，第62条，第72条及び第74条）に基づき「本
案は市会において決して審議すべきものにあらず
と信ず。故に本案は宜しく市参事会に返附すべ
し」と述べた。答弁に立った遠藤庸治市参事会員
は「市制第60条に依り市参事会の権内を以て区
長の設置を得るは論をまたず」としつつも，市会
の議定を請うため，あえて市制第31条第1項によ
り規則を設けて，事務を取り扱う区長設置規則を
草案したと説明し，「市会と市参事会とは密接な
関係を有し，市会は市制第33条に依り，市参事
会の事務上にも立入り得るものなるが故に，職務
上便利と思考する条項を揚げ，一の規則となし，
之の審議を請いたる」と理解を求めた。遠藤とし
ては，本来は必要のない市参事会内部の事項にま
で関与を認めることで，市会重視の姿勢を示した
かったのだろうが，市議の多くの受け止め方は
違った。窪田敬輔市議は「市会と市参事会とは各
其職権を分掌するものにして，区長の設置するや
否は，市参事会市会の意見に依るもの」とし，市
会の決議を要すものは報酬額のみであると述べ
た。さらに区長は市参事会の機関となって市行政
事務の補助執行をするものであるから，本案を審
議することさえ，市参事会の職権内に立入ること
になり違法であると主張した。鈴木太郎作市議
は，遠藤が「親切より出つるものの如く」と弁解
しても市制第31条第1項をもって審議するのは無
理筋だとして，市会本来の決議事案である区長報
酬額や任期などを審議するべきだとした。一方，
これまでの市議らの議論に通底する立法・行政を
二分するような原則論に疑問を投げかけた市議も
いた。岩崎総十郎は，市会は立法部に属し，市参
事会は行政部に属するゆえ，市参事会は立法部に
立入ること（意見を聞くこと）ができないとする
のならば，本案を5，6名の市参事会員63 に委ね
ることになり，実態にあった区の設定はできない
だろうと述べ，過度の立法と行政の区別を疑問視
した。最終的には，小野平一郎市議が，批判的な
意見をまとめる形で，本案を認めれば「市会は立
法権の乱用するものというべし」と述べて，審議
は法律上できないと結論した。遠藤もこれを受け
入れ，議決されなくても差し支えなしとした。採
決の結果，「区長設置規則」は廃案となった64。
その後，区長の設置は市参事会の専決で実施され
た。6月9日には市会で市内50区の区長選出のた
めの選挙が行われている。50人の区長候補者に
ついて，その投票数（総数24）は，その多くが
ほぼ8票：16票という結果だった（1889年『市会
会議録』）。これは，中心会と同志会がそれぞれの
候補者リストを作成したことによると考えられ，
区長選挙においても両派の争いがあったとされる
（仙台市史2006：162）65。
　区長選挙に持ち込まれた党派の対立は，立法の
役割を抑制的にとらえようとした市会の行動と反
するようにも見える。しかし，市制発足当時の中
心会，抱一館と同志会と対立も，明治22（1889）
年末には同志会の遠藤温らが組織した東北政友会
が抱一館と合同して宮城政界を結成することで解
消される（仙台市史 2006：164）。仙台市会にも
中央政界，政党の再編の影響が及ぶが，着目すべ
きは，市会議員選挙においては，これらの党派は
競争をしなかったことである。党派を超えて有力
者が結びつき，事前に候補者を調整することで，
選挙前に事実上当選者が決まる動きが出ていた
（仙台市史 2006：164）66。また，市参事会員の選
出に際しては，党派的バランスも考慮されたが，
あまりに党派的な人物は敬遠されたとの指摘もあ
るように（仙台市史 2006：167），市会の党派対
立がそのまま市参事会に持ち込まれたとは言いが
たい。区長選出をめぐる対立は，「予選体制」が
成立する前の過渡的な出来事であるとも言えるだ
ろう。
　区長設置をめぐる経過は，以下のようにまとめ
られよう。市参事会が，関係強化のため市会へと
接近し，自らの権限の一部を分有することによっ
て，行政運営を円滑にしようとした。だが，市会
は市制条文を厳密に解し，権限拡大の機会であっ
たにもかかわらず，それにのらなかった。まだ制
度が安定していなかった時期ゆえに，市会と市参
事会がそれぞれ自立性を持ちつつ，各々の役割を
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模索していた。市制施行直後から市会と市参事会
が別の政治空間として機能する可能性があったの
である。
まとめにかえて
　本稿では，他の都市と比較の上，仙台市参事会
を取り上げた。市制施行直後の明治20年代前半
の市参事会を取り巻く政治状況や名誉職市参事会
員に就任した人々の経歴，従来はあまり触れられ
ることがなかった会議の開催状況を明らかにした
ことで，市参事会が実質的な審議をし，積極的な
活動をしていたとある程度実証したと考えてい
る。先行研究の比較・検討からも分かるように，
各都市の市参事会がおかれた状況は一様ではな
かった。当初から激しい党派対立が持ち込まれた
市参事会（横浜市）がある一方，名誉職市参事会
員に実施的役割が与えられ積極的な参加による合
議が行われていた市参事会（京都市）も存在し
た。名誉職市参事員と他の市参事会との関係（連
携や対立）も時期によって都市ごとに異なり，制
度が安定するまでに試行錯誤が繰り返されてい
た。
　仙台市の事例では触れることができなかった
が，常設委員は市参事会とあいまって，行政参加
の重要なルートであった。ただし，常設委員が制
度設計者の意図するように活用されず，汚職の温
床につながったことも着目される。常設委員と市
参事会との関係をめぐるさらなる分析も，必要と
なるであろう。また日露戦争後，各地で都市事業
が展開されていくが，その時期に市参事会がいか
なる機能を果たしていたかの解明は，今後の課題
としたい。
　最後に，本稿が論じたかったのは市参事会を通
じて，都市名望家らの行政への参加がいかに実現
されていたかである。それは確かに，ごく限られ
た人々の特権的なものだったと批判されようが，
合意形成が市参事会で図られ，都市運営がなされ
ていたことは意義深いと思われる。現在の都市の
サイズからすれば，当時の市はごくごく小さなも
のであった。市参事会が持つ合意形成のメカニズ
ムを明らかにすることが，現代の自治のありよう
に何らかの指針を与えうるかもしれない。市参事
会制度そのものが，都市名望家支配を貫徹するし
くみとして働いたのか，働いたとすればどのくら
い有効であったのかを解明するためには，さらな
る事例研究の進展が必要であると思われる。
　なお本稿は，2012年11月11日に関西大学で行
われた，地方自治学会での発表を元にしている。
当日は，討論者の石川一三夫中京大学教授をはじ
め多くの方から，貴重なコメントを頂いた。感謝
申し上げる次第である。当然のことながら，本文
中の誤りは全て著者の責任である。
　本文中で利用した『仙台市参事会議事録・関係
書類』『仙台市事務報告書』などの行政文書は，
「仙台市情報公開条例」に基づき，開示を受けた。
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表A 　仙台市名誉職市参事会員一覧
氏名 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期 在任期間・辞任理由 前職，官吏・準官吏等の経験
藤澤幾之輔 ▼ ▼M23年8月。 代言人。M21年県会議員。M22年市会議員。
菅 克復 ▲ △ ○
▲M22年5月当選するも就任拒
否。△M31年7月～。
M11年宮城郡長，M16年県会議員，M25年
市会議員，M26～32年市会議長。
佐藤三之助 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▼ ▼M37年9月。
実業家。M22年市会議員，M24年仙台商業
会議所の常置員。
本野小平 ○ ○ ○ ○ ▼ ▼M32年3月。
実業家。M22年市会議員，M24年仙台商業
会議所の常置員。氏
氏家時徳 ▲ ▲M22年5月当選するも就任拒否。牡鹿郡長。仙台区会議員。
伊沢平蔵 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▼ ▼M40年4月。
実業家。M22年市会議員，M24年仙台商業会議所議
員，M32年副会頭，M37年会頭。M39年貴族院議員。
伊藤清次郎 △ ○ ○ △M22年5月～。
実業家。M17年仙台区会議員，M22年市会
議員，M25年県会議員。
金須松三郎 △▼ △M22年5月～。▼M23年10月。
実業家。M20年所得税調査委員。M23年県
会議員，貴族院議員。
加藤彦七郎 △ ○ ○ ▼ △M23年8月～。▼M30年2月。
実業家。M22年市会議員，M23年県会議
員，M24年仙台商業会議所常置員。
村松亀一郎 △ ▼ △ ▼
△M23年10月～。▼M25年4月。
△M30年2月～。▼M31年6月。
代言人。M17年県会議員，M21年県会議員，M22年4月～
M23年12月市会議長，M33年1月～M40年4月市会議長。
草刈親明 △ ○ △M25年4月～。
代言人。M27年3月，衆議院議員当選。M27
年9月衆議院議員当選。
豊島蘭室 ○ ○ M12年仙台区会議員。学務委員。市会議員。
佐藤運宜 ▼ ▼M28年8月。
代言人。M19年県会議員。M28年市会議
員。M28年衆議院議員。
八木久兵衛 △ ○ △
△M32年3月～。▼M34年3月。
△M42年5月～。
実業家。M30年市会議員。M38年仙台商業
会議所会頭。
岩崎総十郎 △ ▼ △
△M32年3月～。▼M34年3月。
△M37年4月～。
代言人。M21年県会議員。
戸沢精一郎 ○ ○ ○ ○
官吏。M11～16年宮城県本吉郡長，M22～
29年本吉郡長。市会議員。
清野喜平治 ○ ○ ○ ○ ○ ▼ ▼M43年3月。
宮城県庁勤務のち銀行家に。M38年仙台商
業会議所副会頭兼会計部長。
別所直温 △ ▼ △M34年3月～。▼M36年3月。 醸造業。M32年仙台商業会議所常議員。
坂 琢治 △ ▼ △M36年3月～。▼M37年4月。 軍医。社会福祉事業家。
遠藤 律 △ △M35年5月～。 司法官。仙台第6大区戸長。
前田藤吉郎 ○ ○ 弁護士。M36年市会議員。
小林八郎右衛門 △ ○ ▼ △M37年10月～。▼M42年2月。
実業家。M22年市会議員，M24年仙台商業
会議所常置員。
細谷徳治 ○ ▼ ▼M40年8月。 金融業。M40年県会議員，市会議員。
増沢朋重 △ ○ ▼ △M40年5月～。▼M43年2月。
実業家。仙台米穀商組合長，市会議員，学
務委員。
佐々木重兵衛 △ ○ △M42年9月～。
実業家。仙台商業会議所常議員。M43年宮
城県会議員。
野副重一 ▼ ▼M42年4月。 弁護士。M37年市会議員。
毛利清右衛門 ○ ○ 市会議員。
瀬戸新三郎 △ ○ △M42年5月～。 金融業。市会議員。
佐藤長成 ○ 弁護士。M41年市会議員。
伊沢平左衛門 △ △M43年2月～。 実業家。M42年市会議員。
溝江清基 △ △M43年3月～。 弁護士。
注1）辞任状況欄の表記は，○：半期（満期）在任，▼：任期途中の退任，△：欠員補充に伴う後任，▲：当選したものの就任辞退を示す。
注2）［第1期］明治22年5月～明治24年3月。［第2期］明治24年4月～明治26年4月。［第3期］明治26年5月～明治28年4月。［第4期］明治28年5月～明治30年4月。
［第5期］明治30年5月～明治32年4月。［第6期］明治32年5月～明治34年4月。［第7期］明治34年5月～明治36年4月。［第8期］明治36年5月～明治38年4月。
［第9期］明治38年5月～明治40年4月。［第10期］明治40年5月～明治42年4月。［第11期］明治42年5月～明治44年4月。
注3）本表の作成にあたっては，『仙台人名大辞書』（菊田定郷，1933年），『宮城県百科事典』（河北新報社，1982年），『仙台市史 資料編8』（仙台市史編さん委員会，
2006年），『仙台市議会会議録』『仙台市参事会議事録』『仙台市事務報告書並財産明細表』の各年度版等を参照した。前職や経歴は，基本的に市参事会員就任前と
在職中に就任した役職の記載のみにとどめ，退任後は省いた。なお，表のフォーマットに関して，秋元（2001：41）を参照した。
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［注］
 1	 haru-kaze@fuji.waseda.jp
 2	 明治地方自治制度における都市と当村の区別を指摘し
たものとしては，大島美津子（1981）を参照されたい。
また，町村制下での名誉職制度の理念と実態の乖離につ
いては，石川（1987）を参照。農村における自治の担い
手の実証研究に住友（1998）や地域名望家の独自性を論
じた高久（1997）がある。一方，市制下の都市を対象と
する研究では，大阪市を中心に都市の政治・行政構造を
明らかにした，芝村（1989），原田（1997）などがある。
 3	 以下の記述は，亀卦川（1940：222‒224），田口（1996：
54‒58）による。市制・町村制の立法責任者であった山
縣有朋は，町村については自治制の精神に照らして公選
を支持したが，市長については国政事務の遂行のため
に，官選を強硬に主張した。市参事会制においては，市
は自治団体であると同時に国の行政区画であるという認
識を前提として，固有事務に関する執行機関は市参事会
であり，委任事務に関する執行機関は市長であるという
区別があった。したがって，都市における国政事務の進
捗のために，市長官選が必須とされた。一方，熱心な公
選論者であったモッセは，市長を官選とし，町村長は公
選にするというのは，理のないことであるとして否定し
た。彼は市を「大ナル町村」として考えており，町村と
は区別していなかった。結局，明治21年に公布された市
制では，市長は市会が推薦する候補者3名より内務大臣
が上奏裁可を経て選任する規定となり，純然たる官選で
も公選でもない折衷案で決着した。
 4	 当初，町村にも合議制の執行機関が置かれる構想が存
在した。以下の記述は，田口（1996：54）による。「市
制町村制理由」は，合議制執行機関に関して「地方ノ自
治行政ニハ集議制（合議制－阿部注）ヲ以テスルニ若ク
モノアラズ」と述べており，独任制よりも合議制の方が
自治行政にとって，一般にすぐれているとしていた。
「集議制」を市にのみ施行して町村に適用しなかった理
由として，「集議制ハ特任制ニ比シ頗ル錯綜ニ渉ルノ弊」
があり「簡易ノ編成」であることが必要な町村の行政に
は適さないこと，都会でなければ「名誉職ヲ以テ行政ニ
参与ス可キ適任者」を得ることが難しいことがあげられ
た。
　また，居石（2010）は「市制町村制理由」の同じ箇所
について，市制町村制成立に大きな影響を与えたモッセ
の主張が反映されているとする。モッセにとって，自治
体の執行機関の本来の姿は合議制の執行機関であり，町
村制で採用した独任制は例外的な措置にすぎなった（居
石2010：66‒67）。ゆえに，あえて市制に合議制の執行機
関たる市参事会制度が採用されたわけではない。
 5	 市制特例下の東京・大阪・京都の各市では，専任の市
長・助役が置かれず，府知事・府書記官が兼務すること
とされ，大都市の自治が制限された。市制特例下の大阪
市の状況については，山中（1995）が詳しい。なお，こ
の市制特例は明治31（1898）年に廃止され，他の一般市
と同様，市長・助役が置かれるようになった。
 6	 執行機関形態について，小路田（1991）は，参事会制
度（議会代表＋首長による合議制執行機関）により，官
僚行政と名誉職行政を合理的に組み合わせようとした点
に着目し，地方自治の典型は純粋な名誉職自治を意図し
た町村制にではなく，市制にあると指摘する（小路田
1991：157‒158）。
 7	 持田（1993）によれば，プロイセンの地方自治制度を
象徴する市参事会制度が市制不振の原因となったのは，
基本的に合議制による執行が，敏活な事務処理の障害を
引き起こしたからだと指摘する。また，この改正が中央
集権の強化であるとの見解（市会から互選された名誉職
参事会の権限をうばい，市長に執行権限を専有させるこ
とによって国政事務を遂行せしめ，地方自治を侵害す
る）に対しては，都市財政の「事業団体」としての成長
をさまたげる諸要因をとりのぞくことにこそ改正の主眼
があったとする（持田1993：126‒129）。
　また櫻井（1997）もこの改正の最大点は，市参事会を
執行部から諮問機関に変え市長権限を高めるとともに，
市参与職を置けるようにして市営事業に専念できるよう
にした点であると述べている。都市経営の発展を目的と
して設置される市参与職は，党争・党弊が都市経営に影
響を及ぼさないように参事会から独立して設置されるは
ずだったが，実際には市参事会員がそのまま横滑りして
市参与に就任し，意図通りには機能しなかった（櫻井
1997：325‒329）。持田，櫻井両氏の指摘は，仙台市を分
析する本研究においても妥当すると思われる。程度の差
はあれ，全国で都市問題や日露戦争後の都市事業発展へ
の対応が求められていた。なお，仙台市における市営電
気事業の展開については，雲然（2011a，	b）が参考にな
る。
 8	 合議制執行機関であった明治期の市参事会に関する研
究は，管見の限り多くはない。その中で最も総合的かつ
貴重な研究は，田口昌樹氏の一連の業績（田口1995　
1996　1997　1998a　1998b　2000）である。が，その田
口氏も，明治21年市制の執行機関について，市は自治団
体であると同時に国家の行政区画であるという2つの性
格を有し，市参事会には，固有事務執行機関としての地
位が与えられた点を強調したが，この特徴はあくまで法
文上の理解であって，現実にどのように機能していたか
については不明な点があると指摘している（田口2000：
77‒78）
 9	 2010年7月30日，総務省の地方行財政検討会議の第一
分科会において「地方公共団体の基本構造」が議論され
た。現行の二元代表制を基本としながらも，地方公共団
体の判断でこれとは異なる基本構造を選択できることと
し，現行の二元代表制以外に5つの選択肢が示された。
当日の参考資料の中には，明治21年市制と明治44年市
制における市参事会の位置づけの変化が紹介されてい
る。市参事会の実態・運営を解明は，今後の自治・行政
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制度の構築へ向けた論議にも資すると思われる。
総務省地方行財政検討会議　第一分科会　2010年7月30日　
議事内容・資料
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chihou_
zaisei/33195.html　2013年3月18日最終閲覧。
10	 内務官僚であった水野錬太郎によれば， 明治 44
（1911）年の市制全文改正時には，市の実務を担う人々
の多くは単独機関制を希望し，内務省の人々も従来監督
上の経験からこれを認めたという。しかし，「小都市に
はおいて単独機関制を喜ばざるもの」があったとも述べ
ている（水野1911）。ただし，引用は，水野（1927：97）
によった。専門・複雑化する都市経営にそぐわなくなっ
た合議制執行機関としての市参事会であったが，自治の
ありようを考える上で，その解明は意義があろう。
11	 市制第64条。亀卦川（1962：61‒62）。
12	 大石・金澤編（2003）は，近代都市史研究が大都市と
くに東京・大阪・京都などの巨大都市だけに分析を集中
させ，それを基礎にして日本の近代史像を再構成しよう
とする傾向があると批判し，近代都市史の全体像を明ら
かにするためには，地方都市の歴史的研究を進める必要
性を強調している（大石・金澤2003：3‒5）。その際に
は，「近世都市から近代都市への転成」にあたる大都市
明治前期においてなされた国家による「拠点性の付与」，
および地方都市における近代工業（産業）の集積度とい
う2つの視点が，重要だとする。前者の「拠点性の付与」
がなされた地方都市は，明治22年の市制施行，および明
治44年の市制改正によって市制施行地に指定された市で
あり，「県庁所在地という政治の拠点性に加え，都市に
よっては，軍事，港湾，文化などの拠点性が付与され
た」都市である（大石・金澤2003：44）。また，後者は
日露戦争や第一次世界大戦を背景として工業化あるいは
重化学工業の進展がみられた都市であるとしている（大
石・金澤2003：46‒48）。これらの都市は①「標準的地方
都市」と②「新興工業都市」に区分され，①の事例研究
として，金沢市・水戸市・静岡市が，②では川口市・川
崎市が取り上げられている。
　本稿とは扱う時代や関心が異なる部分があるものの，
全国的なバリエーションの中で分析対象の都市がどの位
置にあるかや，国家による拠点性の付与についても留意
すべきとの指摘は重要である。ちなみに本稿で扱う仙台
市は，同書のなかで，軍事的・政治的・文化的な拠点性
を付与された①の「標準的な地方都市」であるという特
徴が断片的に指摘されるが，具体的な分析はなされてい
ない。なお，大石，金澤両氏の指摘を踏まえ，拠点制付
与等に留意しつつ行われた，仙台市の事例分析に雲然
（2011a，b）がある。本稿でも雲然氏と同様の問題意識
を共有する。
　また，仙台市を取り上げる意義は以下の原田（1997）
の主張にも合致すると思われる。「近世では城下町の分
析が必要なように，近代では県庁所在都市の検討がもっ
と積極的に行われるべきであり，本来『地方都市』とは
首都以外のすべての都市を含むものであるから，その分
析は『都市史』として一般化可能」と述べている（原田
1997：13）。
13	 都市経営の進展は，汚職事件を誘発する。東京市の政
治腐敗については，小原（1992）や中邨（1993）を参照。
本稿で扱う主な期間は，1890年代（明治中期）以降の日
本であるが，都市化の進展は同時代的に世界規模で見ら
れた現象であり，ドイツの都市行政の展開については，
北住（1990）が参考になる。利権とマシーン政治に関し
ては，アメリカを扱った，平田（2001）や菅原（2010）
を参照されたい。なお，現代の分析ではあるが，汚職・
政治腐敗，クライエンタリズム（恩顧庇護政治）の多様
な現れ方を理論的，実証的な見地から国際比較したもの
に，河田編著（2008）がある。
14	 櫻井（2003：第1章）の分析は，東京市を題材に市制
施行から1930年ころまでの長期にわたるものであるが，
本稿では旧市制下のみに着目する。
15	 これらの対立の根底には，市参事会は市会の議決を執
行するだけの機関であるのか，それとも市会から相対的
に自立し独自の意思を有する機関であるのかという，市
参事会の位置づけをめぐる考え方の相違があった。星は
市会中心の市政運営を，反対派は市参事会の相対的自立
性の確保を主張していた（櫻井2003：39）。
16	 助役は市会各派を代表し，選挙を省略して議長が指名
するようなことが行われ，市参事会員も議長指名で決定
された。市会会派の決定が重みを増し，議事機関と執行
機関が癒着した（櫻井2003：10，60‒61）。
17	 尾崎市長就任直後の明治36（1903）年12月に土木常設
委員が設けられた。市議と市参事会員とによって構成さ
れる委員会で，「土木工事並びに市区改正事業執行に関
する事務を処理す」る権限を持ち，市議の行政執行への
関与を拡大するものであった（櫻井2003：46）。
18	 第2次桂内閣が市制改正案を衆議院に提出するに当
たって，原に相談したときに，原は賛意を示したものの，
「市参事会は諮問機関となすは宜しき様なれども市長其
人を得ざるときは如何ともなしがたきに非ずや」と市長
へ執行権を移すことに疑問を呈している。おそらく尾崎
のことが念頭にあり，市参事会が執行機関であるうちは，
傀儡市長でも好都合であるが，市長が執行権を握れば市
政は混乱と危惧していたとされる（櫻井2003：48）。
19	 明治45（1912）年1月22日，市会は常務委員設置を議
決した。本来なら市長先決事項について委員会に大幅な
権限を付与するものであり，委員は参事会員4，市議11
人で構成されるとした。直接的には，明治40（1907）年
設置の常設委員を継ぐものであったが，同時に新市制に
より執行権を失うことになった市参事会の権限を実質的
に引き継ぐものであった（櫻井2003：49）。だが，内務
省から市制改正の趣旨に反するとして，修正を命じら
れ，新市長の阪谷芳郎により権限を「審査決定」から
「調査」に戻すことによって，修正可決された。この修
正により旧来の市参事会に代わるという性格は薄まった
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（櫻井2003：49－50）。
20	 大阪市の市営事業を中心とした都市政策の推進は，芝
村（1998）に詳しい。
21	 持田によれば，近代的都市財政は，事業団体	＝「経
済」と統治組織	＝「公共団体」との異質な原理を内包し
た「公共的事業団体」とも言うべき特質を有していると
いう（持田1993：133‒134）。
22	 関一の助役・市長時代の思想や行動，関市政を支えた
政治構造については，芝村（1989）を参照。
23	 芝村（1989），原田（1997），山中（1995）など。
24	 伊藤（2006）は以下のように批判した。主に近代の大
阪市を事例とする研究者は，都市有力者が選挙などを左
右して市政運営を握る「予選体制」が1890年代に始まっ
たとし，1910年から1920年代に，都市の有力者に代わる
「都市専門官僚」が市政運営を掌握する「都市専門官僚
制」に取って代わると主張する。が，実証が十分にされ
ておらず，観念的で定義や実態も定かではない。それゆ
え，この概念に固執することは，国際比較の観点からの
分析や，近代から現代へ都市がいかに変容したかの解明
には，足かせになるとした（伊藤2006：ⅲ）。
25	 大阪市参事会細則　第一条　市参事会ハ午後一時ニ始
マリ，同四時ニ了ル。　但，事務ノ繁閑ニ依リ時間伸縮ヲ
スルコトアルヘシ。　第二条　議案ハ主任起草ノ原案ヲ
以テ之ニ充ツ。　但，事項ノ重要ナルモノハ特ニ議案ヲ
配布スルコトアルヘシ。第三条　会議ハ協議会ノ体ヲ用
ユ。　但，一員発言中ハ他員ノ発言ヲ許サス，又一議題
未タ了ラサル間ハ事項ヲ議スルヲ得ス。　第四条　議決
ノ趣旨ハ議案ニ掲載シ，議長及出席会員之ニ捺印スヘシ。
26	 ここでは触れないが，京都市の都市経営の進展につい
ては，伊藤編著（2006）による多角的な研究を参照され
たい。
27	 大西（2004：第2章）は，市制施行後から1947年の地
方自治法施行までの60年にわたる分析であるが，ここで
は本稿の関心である市制施行から明治44（1911）年の市
制全文改正後，数年までを扱う。なお，横浜市の都市経
営については，横浜近代史研究会他編（1996）を参照。
28	 横浜市会には，関内の貿易商を中心として結成された
商人派，関外の地主を中心とする地主派の党派的勢力が
存在した。商人派は改進党を，地主派は自由党をそれぞ
れ支持し，これ以後それぞれ同志会・憲政会・立憲民政
党と立憲政友会という中央政党の系列化に入った（大西
2004：46）。市参事会にも，商人派，地主派の対立は持
ち込まれ，最初の市参事会選挙（1889年7月9日）は，
地主派が全員欠席する中で強行されている（大西2004：
54）。他の都市においても，名誉職市参事会員のポスト
には，市議や元市議が就任することが多かったが，それ
以外の公民からの就任がこれほど少ないのは珍しく，横
浜市参事会の特徴といえる。
29	 常設委員は，「市町村人民ヲシテ自治ノ制ニ習熟セシ
ムガ為ニ最効益」（市制町村制理由）あるものとして，
市制第61条，第73条に基づいて設置された。常設委員
設置は，市参事会，市会議員，市公民によって組織さ
れ，市参事会の監督のもとに，市行政事務の一部の分掌
または市営造物の管理を行う権限を有した。常設委員の
うち，市参事会員は市長によって，市会議員は市会で，
市公民は市参事会によって選任された。常設委員の組織
および職務権限に関しては，市の条例をもって別段の規
定を設けることができるとした（亀卦川1962：60，64）。
　田口（1998b：358）は，常設委員設置の理由を①市公
民が，市会議員，市参事会員だけでなく委員となって市
の行政に参加することによって，実務の経験を積み施政
の難易を理解することができること，②その地方の事情
に通暁したものが行政に参加することにより，その市の
出身者とは限らない事務吏員を補佐することができるこ
と，③常置委員が代議機関と行政機関との軋轢を防御す
ることができることと指摘している。また横浜市同様，
名古屋市においても市参事会制のもとで，常設委員制度
が市制の理念どおりに機能していたとはいえないようだ
と指摘している（田口1998b：359）
30	 横浜市政における常設委員は，明治24（1891）年6月
に水道局に設置された水道常設員が最初で，名誉職市参
事会員2名と市会議員3名を以って組織し，委員の任期
は市会議員在職中とし，水道事業に関して市参事会の諮
問に答え，また事業の調査，審査，監督を行った。その
後も土木常設委員，瓦斯常設委員，衛生常設委員などが
相次いで設置された（大西2004：58）。
31	 大正3（1914）年，消防委員が新設された際には，当
時の新聞（『横浜貿易新報』1914年5月16日）は「横浜
市に常設委員の多きことは都市行政上異例に属」すと
し，「市会議員の歓心を買はんとする」ものとして批判
したという（大西2004：60）。
32	 この名古屋市参事会議事細則は全7条からなり，市参
事会を毎週2回開催し，会議は3時間とすること，第7条
に「議案ヲ可決シ又ハ報告ヲ承認シタルトキハ出席員其
案ニ捺印ヲ為ス」ことなどが定められていた。田口
（1998b）は，各参事会員が承認した議案・報告に捺印す
ることになっていたから，合議体の執行機関として一体
となって活動していたことが確認できるとし，市長は，
議長として会議を主催するが，各員の承認がなければ仕
事ができなかったのであり，1つ1つ参事会に報告しその
承認を得ることが必要だったのだろうと指摘している
（田口1998b：356‒357）
33	 名古屋市財政も明治23（1890）年度には，59,947円で
あったのが，同32（1899）年度には450,213円，普通経済
と特別経済に分かれた同39（1906）年度には，1,014,919円
（普通経済1,007,426円，特別経済7,493円），同44（1911）
年度には，5,625,741円（普通経済1,782,071円，特別経済
3,843,670円）までに飛躍的に増大した。このような固有
事務拡大と財政膨張を促進する重要な要因として，都市
経営方式の採用があったという（田口1998b：366）。
34	「役所費会議費ニ属スル備品消耗品印刷物金額拾円未
満購入ノ件」などの固有事務と，「行路死亡及発病者取
阿部慶徳：市参事会制度の一考察
42
扱費一時繰替払ノ件」など委任事務に関係する事務あわ
せて29件が市長に委任されたという（田口1998b：366‒	
367）。
35	 明治44（1911）年の市制改正について，当時の新聞の
意見を分析した，田口（1997　1998a）によれば，『大阪
朝日新聞』・『大阪毎日新聞』の論説は，市参事会の権限
変更を可としていないこと，もはや制度それ自体よりも
それを運用する人を問題としている点では一致している
という（田口1998a：110）。『大阪朝日新聞』の論説が主
張するように，等級選挙制の廃止や公民権資格の拡大な
ど住民自治の面での自治の発展こそが望まれる改革であ
り，執行機関の強化が必要であるとしても，単なる市長
権限の拡大は官治の強化に過ぎないとされた。むしろ自
治という点では，合議制執行機関である市参事会制度の
方がすぐれたものであると考えられていた（田口1998a：
110）。これらの論説は第27帝国議会における市制改正案
の審議が進行している時期に掲載された以下の3点であ
る。①明治43（1910）年12月26日『大阪朝日新聞』「市
制改正の要点」②明治44（1911）年3月8日『大阪朝日
新聞』「市制改正案」③明治44年3月4日『大阪毎日新聞』
「市制改正案―市参事会権限変更の利害―」。
　ちなみに論説②の以下のような指摘が着目される。
「市長は市民の選挙するもの，市参事会も市民の選挙す
るもの，故に同じ自治の精神を以て協議的執行機関たら
しむるも可なり。並に実際上，繁辱にして市長の自由手
腕を発揮するには不便なるものあらば，市参事会自身が
市長の自由行使権を拡張せしめて可なり。其は市長の人
格次第にて，強ち一定に極める能はず。そこらが則ち自
治の妙法にて，何も法を以て拘束するに及ばず。故に自
治の精神さへ発達せば，現行の執行機関を以て優れりと
なす」。なお，田口（1998b：374）においても，同箇所
を引用している。
36	 水野（1910）は，雑誌『太陽』の明治43年2月号に掲
載されたが，引用は，水野（1927）によった。
37	 市会から何ら制肘を受けないのは，市参事会員たる人
が，有力者であると同時に，長くその職にあって執行の
権力を有するためだと述べる（水野1927：63）。
38	 ドイツについては約8.5頁，イギリスについては約5頁
がさかれているが，フランスについては2頁に満たない。
分量は，水野（1927）による。
39	 もちろん，行政への参加を許されたのは，名望家層に
限られていたことは言うまでもない。
40	 以下，特に断りがなければ，仙台市史（2006）と略記
する。
41	 数字は，明治23（1890）年「市参事会関係書類」に収
録されている「仙台市事務報告書」による。ただし，当
時の人口統計は，本籍地人口を基礎に出入寄留（転出・
転入）者の届出数から公簿上計算されたので，実態より
もかなり多いものだった。明治23年からは区長による実
住者の調査を基にした調査方法に改めたこともあり，よ
り実態に近いものとなった。明治23年に，人口が60,153
人へと激減しているのは統計手法の変更と明治 22
（1889）年9月の風水被害の影響が大きい。仙台市の人口
が増加傾向を示すのは，日清戦争がはじまる明治27
（1894）年以降であり，本格的に仙台が都市として発展
しはじめたのは明治30年以降の時期であった（仙台市史
2006：156‒157）。
42	 当時の主な党派として，同志会，中心会，抱一館の3
派があった。同志会は佐藤運宜，遠藤温，菅克復ら明治
維新後官僚となった士族が主体，中心会は八木久兵衛，
早川智寛，尾高惇忠ら実業家，抱一館は増田繁幸らの士
族とともに村松亀一郎，藤沢幾之輔らの代言人が中核で
あったが，抱一館は中心会と行動をともにしたため，選
挙戦は同志会対中心会の構図となった。3級選挙では，
12議席中11議席を同志会が占めたが，中心会は有権者の
監禁，拘束などを含む猛烈な集票活動で巻き返し，2級
と1級では全議席を奪取した（仙台市史2006：158‒159）。
なお，主に抱一館，中心会の立場からではあるが，選挙
戦時の様子は，阿子島（1936：50‒56）を参照。
43	 遠藤庸治は，抱一館に所属し，議員選挙で多数を占め
た中心会の支持によって市長に推薦された。代言人とし
ての法律的素養を買われての大抜擢であった（仙台市史
2006：159‒160）。
44	 出席した33名の市会議員の投票により，1名ずつ順に
選出された。ちなみに，藤沢23票，菅17票，佐藤21票，
本野19票，氏家21票，伊沢20票であった（明治22（1889）
年『市議会会議録』）。
45	 市参事会が発足当初から名誉職市参事会員の就任をめ
ぐり混乱をしていたことは注目される。菅の辞任は，そ
の後の区長および代理者などの名誉職辞退と関連して，
たびたび市会においても議論になった。
46	 仙台市史（2006：160）には，明治22（1889）年から明
治42（1909）年までの改選のべ数が記載されており，そ
れを参考に阿部が明治44（1911）年までを追加計算した。
47	 清野喜平治（1858‒1923）は，若くから宮城県庁に勤
め，会計課長心得に進み，明治31（1898）年辞任，専務
取締役として宮城商業銀行に入り，明治37（1904）年第
3代頭取となった。終身，銀行界に尽くした。明治43
（1910）年仙台市の水道計画が発表された折，上水工事
臨時委員に挙げられている。大正7（1918）年仙台商業
会議所会頭に選ばれ，在任中に没した（河北新報社編集
1982：557）。清野は，市参事会員として在職した明治30
年代にしばしば，執行部の一員として市参事員の資格で
市会に出席している（『市議会会議録』各年度版）。
48	 伊沢平蔵ら長期にわたり在職した名誉職市参事会員ら
の引退，そして，その後の任期の短縮は，有力者層（都
市名望家）による市政支配の変容を表すものとも言いえ
るかもしれない。
49	 明治22（1889）年『市参事会議事録』，仙台市史（2006：
160）。なお，同日午後7時から市会が開催され，市参事
会員として出席した遠藤庸治は，常設委員を設けず市書
記以下で事務を処理するとし，市参事会員に行政事務の
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一部を分掌させる見込みもないとした（明治22（1889）
年5月5日『市会議事録』）。
50	 明治23（1890）年『仙台市事務報告書』。
51	 明治23（1890）年『市参事会議事録』。
52	 明治22（1889）年『仙台市事務報告書』によれば，明
治22（1889）年において，市参事会が受けとった文書は
36,976件，発遣に係るもの28,484件，文書総数は65,462
件であった。煩雑だった事務として，明治22年度の歳入
出予算や年度内に施行すべき事務の準備，9月に発生し
た風水害などをあげている。他には，学事，衛生，勧
業，土切（土木），戸籍，兵事，地籍，税務及会計，水
害ニ関セシ事務の項目について報告が記載されている。
53	 明治20年代の『市参事会議事録』からは，小学校教員
の人事や小学校敷地の購入，建設が議題として，ほぼ毎
回議論されている様子が伺える。また，地方税戸数割賦
課規則の決議も重要な仕事であった。
54	 明治22（1889）『市議会会議録』では，市長の表記は
なく，一貫して市参事会員遠藤庸治として答弁に立って
いる。
55	 藤澤は遠藤と同じ抱一館に属しており，遠藤を市長に
すべく尽力したという（阿子島1936：57）。
56	 たとえば，明治22（1889）年5月5日開催の第3回市会
や6月3日の第15回市会（明治22年『市議会会議録』）。
遠藤は市長就任直後から，商業学校など各種学校の建設
や上下水道の整備など矢継ぎ早に打ち出したために，市
会の中に反対者が多かったとされる。中心会の市議はい
ずれも実業家であったので，市参事会の諸案に対する市
会から追及には「その攻撃の矢を受けて，これを防ぐの
は翁（藤澤―引用者注）の役目であった」という（阿子
島1936：58‒59）。
57	 仙台市史編さん委員会編（2006：167）によれば，市
長・助役と他の名誉職市参事会員がどのような関係にあ
り，市参事会での審議がどの程度実質的なものであった
かは，必ずしも明らかではないという。市参事会が一致
して市会と対立する争点があったことを当時の新聞も報
じていることから，今後さらに公文書以外の分析も併せ
て進める必要があると思われる。
58	 その際の資料である「区長設置議案説明書」には，区
長は原則として名誉職であることが強調され，区内の名
士が任命されるべきだとされている。区内の戸数に応じ
て年24円から36円の報酬と筆紙代など職務遂行のため
の実費が支給されることになっていた。「区長設置規則」
によれば，区長の職務は①法律規則や諸令達の普及，②
戸籍に関すること，③戸口調査，④小学校就学の奨励，
⑤徴兵に関すること，⑥倒死人検査立会い，⑦伝染病予
防に関すること，⑧道路溝渠清掃の励行，⑨徴税令状配
布，⑩納税励行，⑪善行者および極貧者の報告，⑫区内
公共利害に関する事件取調べ，⑬その他市長の指揮命令
にかかわることなどであった（明治22（1889）年5月23
日『市参事会議事録』）。なお，区長のために特に事務所
を設けることはなかったという（仙台市史編纂委員会編
1955：172）。
59	 仙台市（2006：162）は，市会が区長設置の提案を承認
しなかった理由は明らかではないとしているが，廃案の
経緯と理由については，本文中に指摘するとおりである。
60	 当時の市会では読会制が採用されていた。
61	 明治22（1889）年5月29日『市議会会議録』。
62	 以下の市議，市参事会員の発言は，明治22（1889）年
6月1日『市議会会議録』による。読みやすいように，現
代仮名遣いに一部なおし，適宜読点をいれた。
63	 名誉職市参事会員の定員は6名であるから，この発言
は，市議を兼ねる名誉職市参事会員を念頭においている
と思われる。ただし，岩崎の前後の発言から察するに，市
参事会において彼らの積極的な役割は期待せず，市会の
意見を直接，市参事会に反映させたい意図が感じられる。
64	 議長を除く出席議員25名のうち，廃案に賛成は16名，
反対は9名であった。市会に出席していた市議を兼ねる
名誉職市参事会員3名（伊沢平蔵，伊藤清次郎，佐藤三
之助）は，当然反対であった。なお，『市議会会議録』を
見る限り，この3名は審議の過程で全く発言していない。
65	 仙台市の地域末端行政を担う区長制が，この時期から
すでに仙台市会の政治構造と密接なつながり有していた
との指摘もある（長谷部2004：346）。
66	 他の都市でも観察されるような，いわゆる「予選体制」
が仙台市においても成立していた。「予選体制」をめぐる
先行研究の整理や東京市を対象とする実証研究は，櫻井
（2003）を参照されたい。
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